
第１０号議案 

   平成３０年度大山崎町一般会計補正予算（第５号） 

 平成３０年度大山崎町の一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところ

による。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３１，４５１千円を減額し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ６，６８４，８３３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法第２１３条第１項の規定により、翌年度に繰り越して使用

することができる経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

（地方債の補正） 
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第３条 地方債の追加、変更及び廃止は、「第３表 地方債補正」による。 

 

  平成３１年２月２６日 提 出 

大山崎町長 前川 光   
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款 項 事 業 名 金 額

千円

３　民生費 ２　児童福祉費 第３保育所防水改修設計業務 967

千円

７　商工費 １　商工費 プレミアム付商品券事業 1,345

千円

８　土木費 １　土木管理費 南谷川改修詳細設計業務 6,692

千円

８　土木費 ２　道路橋りょう費 大山崎・円明寺線道路施設修繕事業 3,060

千円

８　土木費 ２　道路橋りょう費 下植野線第28号改良詳細設計業務 5,643

千円

８　土木費 ２　道路橋りょう費 大山崎・円明寺線予備設計修正業務 6,686

千円

９　消防費 １　消防費 役場庁舎自家発電機整備事業 5,422

第２表　繰越明許費
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款 項 事 業 名 金 額

千円

１０　教育費 ２　小学校費 大山崎町立小学校空調整備事業 17,600

千円

１０　教育費 ４　社会教育費 中央公民館災害復旧事業 929

千円

１１　災害復旧費 １　災害復旧費 下植野水防倉庫解体・新築事業 5,843
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１　追　加

起 債 の 目 的

千円

計 112,800

政府資金についてはその融

資条件、民間資金等の場合

にはその債権者と協定する

ところによる。ただし、町

財政の都合により据置期間

及び償還期限を短縮し、若

しくは繰上償還又は低利に

借換えすることができる。

4.0％以内（ただし､

利率見直し方式で借

り入れる政府資金及

び民間資金等につい

て､利率見直しを行っ

た後においては､当該

見直し後の利率）

112,800

政府資金又は民間資金

等（証書借入又は証券

発行）ただし、証券発

行の方法による場合に

おいては、発行価格は

額面金額100円につき

99円以上とする。

減収補てん債

証券発行の場合におい

て発行価格が額面金額

を下回るときは、それ

ぞれの発行価格差減額

をうめるために必要な

金額をそれぞれの限度

額に加算した金額を限

度額とする。

第３表　地方債補正

限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法
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２　変　更

起債の方法 利 率 償還の方法

千円 千円

〃〃 〃

小学校施設整備事業 76,000

〃 〃 〃 〃

厚生施設等災害復旧事業 1,100 〃

〃 〃 700

〃〃 1,600 〃 〃

〃 46,800 〃 〃 〃〃 〃

中学校施設整備事業 600 〃 〃

〃

補正前
に同じ

補正前
に同じ

補正前
に同じ

補正前
に同じ財務会計システム改修事

業
10,000 8,200

4.0％以内

（ただし､

利率見直し

方式で借り

入れる政府

資金及び民

間資金等に

ついて､利

率見直しを

行った後に

おいては､

当該見直し

後の利率）

政府資金につ

いてはその融

資条件、民間

資金等の場合

にはその債権

者と協定する

ところによ

る。ただし、

町財政の都合

により据置期

間及び償還期

限を短縮し、

若しくは繰上

償還又は低利

に借換えする

ことができ

る。

証券発行の

場合におい

て発行価格

が額面金額

を下回ると

きは、それ

ぞれの発行

価格差減額

をうめるた

めに必要な

金額をそれ

ぞれの限度

額に加算し

た金額を限

度額とす

る。

政府資金又

は民間資金

等（証書借

入又は証券

発行）ただ

し、証券発

行の方法に

よる場合に

おいては、

発行価格は

額面金額

100円につ

き99円以上

とする。

〃

起 債 の 目 的
補 正 前 補 正 後

限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法 限 度 額
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３　廃　止

起債の方法 利 率 償還の方法

千円 千円

放課後児童クラブ施設
整備事業

800 〃 〃 〃 〃 ― 〃 〃 〃 〃

中学校給食施設整備事
業

28,900
― ― ― ― ―

4.0％以内

（ただし､

利率見直

し方式で

借り入れ

る政府資

金及び民

間資金等

について､

利率見直

しを行っ

た後にお

いては､当

該見直し

後の利

率）

政府資金に
ついてはそ
の融資条
件、民間資
金等の場合
にはその債
権者と協定
するところ
による。た
だし、町財
政の都合に
より据置期
間及び償還
期限を短縮
し、若しく
は繰上償還
又は低利に
借換えする
ことができ
る。

起 債 の 目 的

補 正 前 補 正 後

証券発行

の場合に

おいて発

行価格が

額面金額

を下回る

ときは、

それぞれ

の発行価

格差減額

をうめる

ために必

要な金額

をそれぞ

れの限度

額に加算

した金額

を限度額

とする。

政府資金

又は民間

資金等

（証書借

入又は証

券発行）

ただし、

証券発行

の方法に

よる場合

において

は、発行

価格は額

面金額100

円につき

99円以上

とする。

備考
限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法 限 度 額
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大山崎町一般会計補正予算（第５号）に関する説明書 
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勤勉手当

（千円）

年間支給率

（月分）

1,198

3.30 ( 2.6 ) 1.85

その他の
特 別 職 365 38,673 38,673 2,765 41,438

計 380 82,245 21,884 1,198 876 37 125,259 23,784 149,043

1,166

3.30 ( 2.6 ) 1.80

その他の
特 別 職 365 38,673 38,673 2,329 41,002

計 380 82,245 24,480 1,166 980 37 129,698 24,407 154,105

32
0.00 ( 0.0 ) 0.05

その他の
特 別 職 0 0 0 436 436

計 0 0 △ 2,596 32 △ 104 0 △ 4,439 △ 623 △ 5,062

＊期末手当支給率の（　　）内は教育長。また、勤勉手当の支給は教育長のみ。

7,369
980 37 34,032 5,889 39,921

比　較

長 等 0 △ 2,596
△ 191

議 員 0 0
0.00

△ 1,771

△ 1,580
△ 1,580 0

56,993 16,189 73,182
3.30

20,790

△ 104 0 △ 2,859 △ 1,059 △ 3,918

△ 1,580

補正前

長 等 3 24,480

11,841

議 員 12 43,572
13,421

（月分）

876 37 31,173 4,830 36,003

補正後

長 等 3 21,884
7,178

議 員 12 43,572 71,602
3.30

19,019

55,413 16,189

期末手当

地域手当
その他
の手当 計

（人）
（千円）

給  与  費  明  細  書
１　特　別　職

区 分
職員数

給 与 費

共済費 合　計
備　考報酬 給料

（千円） （千円）

（千円） （千円） 年間支給率 （千円） （千円） （千円）
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（１）総括

（人）

(  18 )

157

(  18 )

157

(  0 )

0

＊（　　　）内は、再任用職員について外書き。

（単位：千円）

区　分

補正後

補正前

比　較 94 △ 240 98 △ 338 0 54 △ 112

125,421 76,493 0

52,600 13,088

△ 567 1,480 0

125,988 75,013 011,835 20,717 9,288 13,430 8,071

期末手当 勤勉手当 退職手当

11,929 20,477 9,386 13,092 8,071 52,654 12,976

△ 7,402

職員手当
の 内 訳

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当
時 間 外
勤務手当

管理職手当

比 較 0 △ 5,934 469 △ 5,465 △ 1,937

1,085,501

補正前 575,730 330,030 905,760 187,143 1,092,903

補正後 569,796 330,499 900,295 185,206

備考報　酬 給　料 職員手当 計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

合計

（千円）

２　一　般　職

区 分 職員数

給与費

共済費
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額  （千円） 説 明

△ 5,934 給与改定に伴う増減分 1,172

改定率平均 0.20%

昇給に伴う増加分

その他の増減分 △ 7,106

469 制度改正に伴う増減分 2,349 勤勉手当支給率の変更

その他の増減分 △ 1,880

職
員
手
当

給

料

増 減 事 由 別 内 訳     （千円） 備 考

給与改定の状況

給料表の改定

改定の実施時期 平 成 30 年 4 月 1 日
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（３）給料及び職員手当の状況

ア　初任給 （単位：円）

補正後

補正前

補正後

補正前

イ　期末手当・勤勉手当

＊（　　　　）内は、再任用職員の標準的な支給率。

区 分
支 給 期 別 支 給 率

区 分 一 般 行 政 職
国 の 制 度

一 般 行 政 職

高 校 卒
150,500 148,600

148,900 147,100

大 学 卒
183,000 180,700

181,500 179,200

2.150 2.300 4.450

支 給 率 計 職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備 考
6月（月分）  12月（月分） （月分）

補 正 後
(  1.100 ) (  1.250 ) (  2.350 )

有

2.125 2.275 4.400

国 の 制 度
(  1.100 ) (  1.250 )

補 正 前
(  1.075 ) (  1.225 ) (  2.300 )

有

(  2.350 )
有

2.150 2.300 4.450
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（単位：千円）

１. 1,219,077 1,925,360 490,500 429,900 142,229 2,213,031

(1) 総 務 309,142 242,005 29,500 27,700 72,705 197,000

(2) 民 生 57,911 44,905 77,300 77,300 13,252 108,953

(3) 衛 生 3,902 2,603 6,300 6,300 1,301 7,602

(4) 商 工 0 13,600 0 0 0 13,600

(5) 農 林 土 木 440,726 583,531 215,400 215,400 27,841 771,090

(6) 消 防 52,540 143,738 8,300 8,300 4,698 147,340

(7) 教 育 354,856 894,978 153,700 94,900 22,432 967,446

２. 17,200 17,200 35,700 36,200 894 52,506

(1) 土 木 17,200 17,200 12,400 12,400 894 28,706

(2) 文 教 0 0 15,000 15,000 0 15,000

(3) 厚 生 0 0 1,100 1,600 0 1,600

(4) そ の 他 0 0 7,200 7,200 0 7,200

３. 4,123,337 4,142,243 375,400 488,200 427,631 4,202,812

(1) 減 収 補 て ん 債 486,650 434,142 25,200 138,000 77,022 495,120

(2) 減 税 補 填 債 117,534 93,552 0 0 24,229 69,323

(3) 臨時税収補てん債 7,359 0 0 0 0 0

(4) 臨 時 財 政 対 策 債 3,488,862 3,608,749 350,200 350,200 320,580 3,638,369

(5) 退 職 手 当 債 22,932 5,800 0 0 5,800 0

5,359,614 6,084,803 901,600 954,300 570,754 6,468,349

　※当該年度中起債見込額には、前年度からの明許繰越額 61,400千円を含む。

災 害 復 旧 債

そ の 他

合 計

当該年度中元金
償 還 見 込 額補 正 前 補 正 後

普 通 債

地 方 債 の 前 前 年 度 末 及 び 前 年 度 末 に お け る 現 在 高
並びに当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区 分
前 前 年 度 末
現 在 高

前年度末現在高

当 該 年 度 中 増 減 見 込
当 該 年 度 末
現 在 高 見 込 額

当 該 年 度 中 起 債 見 込 額
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